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In this paper, we look back at the history of the birth of the profession called the “Admission Officers” belonging 
to the admission center of the national university. How many “Admission Officers” exist in national universities 
in Japan, and their personnel composition is we will clarify what is going on. In addition, we would like to consider 


















































🔶入学者の選抜全般（編入、外国人留学生含む）  🔶高校とのパイプ作り、実態調査 
🔶奨学金審査、給付       🔶IR（Institutional Research）と連携した入学後の追跡調査 
🔶大学案内、カタログ等の編集          🔶大学フェア、キャンパスツアーの開催 
 





















1. 大学の支援者を容易に作ることができること。  
2. 他の教育指導者（他の学生部長や入学審査部長を含む）から尊敬を得ること。  
3. 大学にとって高い教育水準を維持するに当たってのリーダーシップ。  
4. 学生の教育の質を継続的に向上すること。  
5. 長時間の勤務に抵抗がないこと。 


















ンセリング協会」（NACAC：National Association for College Admission Counseling）、「アメリカ大学教務
























































































ている規程等を独自に調査したところ、表 1 で示したように 7大学で同様の職名を確認した。 
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表 1. 国立大学の規程で確認された「アドミッション・オフィサー」（2020年 3月時点） 
大学名 名称 大学名 名称 
福島大学 アドミッションオフィサー 島根大学 アドミッションコーディネーター 
茨城大学 アドミッション・オフィサー 徳島大学 アドミッション・オフィサー/広報担当 
群馬大学 アドミッション・コーディネータ 熊本大学 アドミッション・オフィサー 






















図 2. 日本の国立大学における一般的な「アドミッションセンター」の人員構成 
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表 2. 「アドミッションセンター」に専任教員が 1名以上在籍する国立大学（2020 年 3月時点） 
大学名 大学名 大学名 
小樽商科大学 富山大学 島根大学 
旭川医科大学 福井大学 岡山大学 
弘前大学 山梨大学 広島大学 
東北大学 信州大学 山口大学 
福島大学 静岡大学 徳島大学 
茨城大学 名古屋大学 香川大学 
筑波大学 三重大学 高知大学 
宇都宮大学 滋賀大学 九州大学 
東京大学 京都大学 佐賀大学 
東京農工大学 大阪大学 長崎大学 
お茶の水女子大学 神戸大学 熊本大学 
電気通信大学 奈良女子大学 大分大学 
横浜国立大学 和歌山大学 鹿児島大学 
新潟大学 鳥取大学 琉球大学 
 




東北大学では、「アドミッションセンター」設置の翌年、日本で「AO 入試元年」と言われた 2000 年
にAO 入試を実施した。2005 年には「入試センター」に改称し、2010 年には入試センターのホームペ
ージを公開した[23]。入試センターは、専任教員 4 名が在籍する入試開発室と、事務組織である入試
課（入試企画・調査係、入試実施係、入試広報係）で構成される。さらに入試センター所属として入












































高大接続改革－」で示した 57 大学が「アドミッションセンター」の設置が「有り」であり、表 4の通
りである。表 4 に掲載のない 25 大学は「アドミッションセンター」の設置が「無し」である。そし
て、各国立大学（2020 年 2月時点）における「アドミッションセンターに専任教員が在籍するか否か」
は、前記の表 2で示した 42 大学が「アドミッションセンター」に専任教員が「在籍する」であり、表
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2 に掲載のない 15大学は専任教員が「在籍しない」である。 
 
 
表 3. 使用変数とデータ 
使用変数 データの説明 分析 1 分析 2 
アドミッションセンターの
設置の有無 
2020 年 2 月時点における全国 82 の各国立大学において、表 4
に記載の 57 大学が「アドミッションセンター」の設置が「有





2020 年 2 月時点における各国立大学において、表 2 に記載の
42 大学が「アドミッションセンター」に専任教員が「在籍：





子大学のみ 2018 年である。 使用 使用 
学部数 2020 年 2 月時点において学生募集を行っていた学部数である。 使用 使用 
志願者数 2019 年度の一般選抜の志願者数である。 使用 使用 
旧１期校か否か 旧 1 期校は「1」、それ以外は「0」としたダミー変数である。 使用 使用 
同一県内の国立大学の有無 
同一県内に他の国立大学が存在すれば「1」、それ以外は「0」

























表 4. 「アドミッションセンター」設置済みの国立大学（2020年 2月時点） 
大学名 大学名 大学名 
北海道大学 お茶の水女子大学 和歌山大学 
室蘭工業大学 電気通信大学 鳥取大学 
小樽商科大学 横浜国立大学 島根大学 
旭川医科大学 新潟大学 岡山大学 
北見工業大学 富山大学 広島大学 
弘前大学 福井大学 山口大学 
東北大学 山梨大学 徳島大学 
山形大学 信州大学 香川大学 
福島大学 静岡大学 愛媛大学 
茨城大学 名古屋大学 高知大学 
筑波大学 名古屋工業大学 九州大学 
宇都宮大学 三重大学 九州工業大学 
群馬大学 滋賀大学 佐賀大学 
埼玉大学 滋賀医科大学 長崎大学 
東京大学 京都大学 熊本大学 
東京医科歯科大学 京都工芸繊維大学 大分大学 
東京学芸大学 大阪大学 鹿児島大学 
東京農工大学 神戸大学 鹿屋体育大学 




表 5. 分析 1「アドミッションセンターの設置の有無」における使用変数の記述統計量 
使用変数 n 平均 不偏分散 標準偏差 最小値 最大値 
アドミッションセンターの
設置の有無 
82 0.695 0.215 0.463 0 1 
学生数 82 5222.049 12974612.738 3602.029 321 15285 
学部数 82 4.622 11.794 3.434 1 12 
志願者数 82 4028.695 6774446.066 2602.777 36 10611 
旧１期校か否か 82 0.390 0.241 0.491 0 1 
同一県内の国立大学の有無 82 0.610 0.241 0.491 0 1 
三大都市圏か否か 82 0.463 0.252 0.502 0 1 
総合系大学か否か 82 0.573 0.248 0.498 0 1 
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表 6. 分析 2「アドミッションセンターに専任教員が在籍するか否か」における使用変数の記述統計量 
使用変数 n 平均 不偏分散 標準偏差 最小値 最大値 
アドミッションセンターに
専任教員が在籍するか否か 
57 0.737 0.197 0.444 0 1 
学生数 57 6226.912 12621104.081 3552.619 767 15285 
学部数 57 5.614 11.848 3.442 1 12 
志願者数 57 4693.632 5714514.308 2390.505 288 10341 
旧１期校か否か 57 0.386 0.241 0.491 0 1 
同一県内の国立大学の有無 57 0.544 0.253 0.503 0 1 
三大都市圏か否か 57 0.439 0.251 0.501 0 1 
総合系大学か否か 57 0.719 0.206 0.453 0 1 







表 7. 分析 1「アドミッションセンターの設置の有無」における使用変数の相関係数表 










学生数 1.000 0.896 0.864 0.388 -0.226 -0.105 0.726 
学部数  1.000 0.815 0.411 -0.338 -0.184 0.778 
志願者数   1.000 0.279 -0.308 0.018 0.724 
旧１期校か否か    1.000 0.025 0.059 0.185 
同一県内の国立大学
の有無 
    1.000 0.292 -0.690 
三大都市圏か否か      1.000 -0.236 
総合系大学か否か       1.000 
 
次に分析 1の「アドミッションセンターの設置の有無」の分析結果（全変数：計 7変数）は表 8の
ようになった。計 7つの説明変数によって導いた判別関数の有意性の検定結果は「P ≈ 0.0014」とな
り有意水準 1%でも 5%でも有意であり、判別的中率は 75.61%となった。しかし、7つの説明変数すべ
てにおいて P 値が 0.05 以上であり有意ではなく、「アドミッションセンターの設置の有無」を説明で
きる要因が見つからなかった。 
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表 8. 分析 1「アドミッションセンターの設置の有無」における分析結果（全変数） 
 判別係数  標準化判別係数  P 値 
学生数 0.0001  0.2898  0.6184 
学部数 0.1800  0.5589  0.2963 
志願者数 -0.0001  -0.2231  0.6294 
旧１期校か否か -1.0039  -0.4958  0.0603 
同一県内の国立大学の有無 0.5034  0.2434  0.5160 
三大都市圏か否か 0.2341  0.1179  0.6437 
総合系大学か否か 1.5184  0.6805  0.1840 
定数項 -1.8147 *   0.0204 
注：* は 5%水準（P<0.05）、** は 1%水準（P<0.01）でそれぞれ有意であることを示す。 
 
そこで、すべての説明変数（計 7変数）を使用するのではなく、できる限り少ない変数で効率的に
群を判別できるように、変数選択法の変数減増法（stepwise backward selection method）を用いて変数の
選択を行って、判別分析を行うこととする。その分析結果（変数減増法の結果：2 変数）は表 9 よう
になった。変数減増法により 2 つの説明変数で導いた判別関数の有意性の検定結果は「P ≈ 0.0000」
となり有意水準 1%でも 5%でも有意であり、判別的中率は 73.17%となった。そして、「学部数」の説







表 9. 分析 1「アドミッションセンターの設置の有無」における分析結果（変数減増法） 
 判別係数  標準化判別係数  P 値 
学部数 0.3634 ** 1.1284 ** 0.000 
旧１期校か否か -1.1079 * -0.5471 * 0.034 
定数項 -1.2474 *   0.020 
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表 10. 分析 2「アドミッションセンターに専任教員が在籍するか否か」における使用変数の相関係数表 













学生数 1.000 0.884 0.819 0.473 0.001 -0.111 0.642 -0.075 
学部数  1.000 0.772 0.491 -0.176 -0.263 0.730 -0.087 
志願者数   1.000 0.295 -0.079 -0.006 0.650 -0.080 
旧１期校か否か    1.000 0.147 0.025 0.174 -0.186 
同一県内の国立
大学の有無 
    1.000 0.313 -0.572 -0.022 
三大都市圏か否
か 
     1.000 -0.235 -0.153 
総合系大学か否
か 
      1.000 -0.045 
高大接続業務の
規程の有無 
       1.000 
 
次に分析 2 の「アドミッションセンターに専任教員が在籍するか否か」の分析結果（全変数：計 8
変数）は表 11ようになった。計 8つの説明変数によって導いた判別関数の有意性の検定結果は「P ≈
0.0090」となり有意水準 1%でも 5%でも有意であり、判別的中率は 80.70%となった。しかし、7つの




表 11. 分析 2「アドミッションセンターに専任教員が在籍するか否か」における分析結果（全変数） 
 判別係数  標準化判別係数  P 値 
学生数 -0.0002  -0.8068  0.2045 
学部数 0.1300  0.4115  0.5127 
志願者数 0.0000  0.0022  0.9961 
旧１期校か否か 0.8183  0.3949  0.2102 
同一県内の国立大学の有無 0.7328  0.3618  0.3467 
三大都市圏か否か 0.0860  0.0432  0.8837 
総合系大学か否か 3.2163 ** 1.2626 ** 0.0087 
高大接続業務の規程の有無 0.5602    0.2788 
定数項 -2.6199 **   0.0045 











により 1 つの説明変数で導いた判別関数の有意性の検定結果は「P ≈ 0.0000」となり有意水準 1%で








表 12. 分析 2「アドミッションセンターに専任教員が在籍するか否か」における分析結果（変数減増法） 
 判別係数  標準化判別係数  P 値 
総合系大学か否か 2.5473 ** 1.0000 ** 0.0000 
定数項 -1.8323 **   0.0004 
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